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市をあげて目指す 「将来人口のチャレンジ目標」

将来都市像

基本目標

重点プロジェクト 基本施策

短期目標　令和12年 （2030年）   ６０，０００人 達成
条件

国民希望出生率1.8
移動均衡（社会増減注1±０）長期目標　令和42年 （2060年）   ４８，０００人

― 　令和42年に48,000人を達成するため、直近の令和12年時点で60,000人以上を目指す　―

みんなで創る未来　ず～っと大好きなまち旭
～　健康で心豊かな暮らし“ウェルビーイング”注2の向上　～

 ① 魅力ある雇用を創出し、安心して働けるまちづくり

 ② 結婚・出産・子育ての希望がかない、誰もが生きがいを持てるまちづくり

 ③ ひとの定着・還流・移住の流れをつくり、人々が集いつながるまちづくり

 ④ 将来にわたって元気な地域をつくり、安全・安心で暮らしやすいまちづくり

1.  旭ブランド創出プロジェクト

2.  こども・子育て応援プロジェクト

3.  つながる地域づくりプロジェクト

4.  “健やかで幸せな”暮らしを守るプロジェクト

「旭市総合戦略」の全体概要

（注1）社会増減：転入した者の総数から転出した者の総数を引いた数
（注2）ウェルビーイング（Well-being）：世界保健機関（WHO）憲章では、ウェルビーイングを「健康とは、単に疾病がない状態ということではなく、肉体的、

精神的、そして社会的に、完全に満たされた状態にある」という趣旨で用いている。
（注3）CCDプロジェクト（Cities Changing Diabetes）：旭市と千葉大学医学部附属病院、ノボ ノルディスク ファーマ株式会社が協定を締結し進めている

糖尿病の発症予防と重症化予防のための活動及び共同研究。
（注4）健幸：健やかで幸せな生活。

合計35施策

基本目標② ７施策

基本目標③ 10施策

基本目標④ 10施策

行政改革
アクションプラン４施策

基本目標① ４施策

●CCDプロジェクト注3との連携と市の特性を生かした「住んで
いるだけで“健幸”注4になれるまちづくり」の推進
●豊かな自然と共生し、多様な市民が生きがいを持ち、支え合
いながら安心して暮らすことができるまちづくりの推進

●地域特性と交通インフラの拡充効果を生かした旭ブランドの
形成

●若者・女性の仕事づくりと雇用創出及び起業・創業支援の強化

●結婚希望と出産希望の実現に向けた強力なサポートと出生
数の増加

●妊娠・出産から子育て・教育までの切れ目ない支援の更なる
充実

●旭市にしかない・旭市ならではの魅力とライフスタイルの創
出による移住・定住と多世代の活躍・交流の促進
●市民・事業者・コミュニティ同士のつながりと公民連携により
相乗効果を発揮できるまちづくりの推進

第１編

序 論
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第１編
序 論

第１
人口ビジョン・総合戦略の
目的と位置付け

1 人口ビジョン

2 総合戦略

旭市人口ビジョンは、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、旭市総合戦略を策定するにあたり、
これまでの人口動態や現状の課題、将来の推計人口を踏まえ、将来に向けた持続可能なまちづくり
のための効果的な施策を企画立案するうえで重要な指標とするために策定したものです。

全国的に少子高齢化が進む中、本市においても人口減少対策は喫緊の課題であり、総力を挙げて
取り組む必要があることから、取組にあたっては、長期的な視点に加え、定期的に対策効果を検証
しながら進める短期的な視点も重要となります。このような観点から、第３期旭市総合戦略の策定に
あたっては、最新の国勢調査結果に基づいて将来人口を推計し、長期的な人口見通しを踏まえた目
標設定を行うとともに、短期的な目標設定を行うこととします。

旭市総合戦略は、旭市人口ビジョンに示された人口の現状と将来の姿を踏まえ、人口減少社会の
中で市民が健やかで幸せな満足した暮らしを送ることができるよう、急激な人口減少に歯止めをかけ
るとともに地域経済の活性化を図り、持続可能な地域社会とウェルビーイング（Well-being）※の
向上を目指して市全体で取り組む計画です。

本戦略は、このような持続可能なまちづくりに向けた基本目標や施策の基本的方向等を定め、
第２期（令和２年度（２０２０年度）〜令和６年度（２０２４年度））に引き続き強力に推進していく
必要があることから、令和７年度（２０２５年度）からの５年間のまちづくりの指針として策定しました。



旭 市 の 計 画 体 系

旭市総合戦略

旭市国土強靱化地域計画
旭市行政改革アクションプラン

新市建設計画

定住自立圏構想

指針・連携
ＤＸ推進に
関する計画注

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
、

男
女
共
同
参
画
計
画
、

業
務
継
続
計
画（
B
C
P
）等

（
協
働
・
交
流
・
行
政
機
能
）

農
業
振
興
地
域
整
備
計
画
等

（
産
業
・
雇
用
）

教
育
に
関
す
る
大
網
、

生
涯
学
習
推
進
計
画
等

（
教
育
・
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
）

健
康
増
進
計
画
、地
域
福
祉
計
画
、

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
等

（
健
康
・
医
療
・
福
祉
）

環
境
基
本
計
画
、水
道
事
業
長
期
計
画
、

汚
水
適
正
処
理
構
想
等

（
環
境
・
上
下
水
道
・
公
園
・
住
宅
）

都
市
計
画
、地
域
防
災
計
画
、

地
域
公
共
交
通
計
画
等

（
道
路
・
交
通
・
防
災
・
消
防
）

尊重

補完・連携

2
4

3 旭市総合戦略と各種計画との関係
旭市（以下、「本市」とする。）では、東日本大震災で甚大な被害を経験し、平時から備えのでき

たまちづくりを行うために策定した旭市国土強靱化地域計画を市の最上位計画として位置付け、さら
に、まちづくりの総合的な指針とするために旭市総合戦略を策定して将来都市像の実現に向けて取
り組むことで、「地方創生」と「国土強靱化」を二本の柱とし、攻めと守りの両面を兼ね備えた総合
的なまちづくりを展開してきました。

第３期旭市総合戦略は、第１期と第２期の策定方針を引き継ぎ、行政改革アクションプラン、国土
強靱化地域計画を一体化させた総合的かつ最上位の指針として策定するものです。

■計画の位置付け

（注） ＤＸ推進に関する計画：デジタル技術の活用により市民の利便性向上及び行政の効率的かつ持続的な
運営を目指すための推進計画（令和 7 年度策定予定）
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4 国土強靭化地域計画について
❶ー国土強靭化に位置付けられる取組

❷ー各施策の強靭化に向けた取組

第 3 編「総合戦略」の各施策のうち、第 5 編の「国土強靭化地域計画」に関連した取組の示し方は、
以下のとおりです。

総合戦略における施策 ( 重点プロジェクト及び基本施策 ) と、第 5 編「国土強靭化地域計画」にお
ける脆弱性評価で設定した２８の「起きてはならない最悪の事態 ( リスクシナリオ )」との関係を整理す
ると、次ページのようになります。

横軸が総合戦略における施策、縦軸がリスクシナリオとなっており、リスクシナリオ回避に資する取組
が含まれる施策については「●」を記しています。

取組の詳細については、第 5 編「国土強靭化地域計画」の「各プログラムの推進と重点化」に記載
しています。
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施策の展開

●	 旭市国土強靱化地域計画等に基づき、関係機関、関係団体等と連携し、防災体制の強化・充実
を図るとともに、防災意識の高揚や共助組織の育成強化と公助体制の充実・整備に取り組みます。

●	 耐震診断や耐震改修の必要性や補助金制度について、継続的に周知、啓発を行うなど、将来の
大地震を見据えた住宅の耐震化を促進し、市民が安全・安心・快適に住み続けられる住宅環境
づくりを進めます。

●	 東日本大震災の記録を展示した防災資料館の活用、防災訓練や出前講座等の機会を通じて自助・
共助の重要性を伝え、防災意識の更なる向上と自主防災組織の結成及び育成を促進します。

●	 関係各課との情報共有により、災害時要援護者名簿の効果的な運用を進めます。

◆主な取組事業
実施事業 事業内容

住宅用防災機器等の普及啓発 住宅用火災警報器等の普及により、防災意識の高揚を図り
ます。

住宅の耐震化の促進
昭和 56 年 5月31日以前に建築された戸建住宅の耐震診断・
改修にかかる費用の一部を助成します。あわせて住宅・建築
物耐震化の促進に向けた普及・啓発を行います。

防災体制強化事業
防災訓練や防災教育等により防災意識の高揚を図り、自主防
災組織の育成や災害時要援護者対策により自助・共助体制を
構築し、災害に強いまちづくりを推進します。

◆重要業績評価指標（KPI）

指標名 基準値の
年度 基準値 目標値

（令和11年度）
自主的に防災について学ぶ者の人数（防災訓
練参加者、防災資料館来場者、出前講座出
席者等）

令和 5年度 4,380人 5,050人

●	 避難道路の整備のほか、海岸地域の保安林等の整備・維持管理とともに、津波避難タワー・防
災井戸・防災倉庫などの防災施設や、防災行政無線等の防災資機材の適正な維持管理・運用を
行います。

◆主な取組事業
実施事業 事業内容

震災復興・津波避難道路整備事業

飯岡地区と津波避難場所である飯岡中学校を結ぶ路線を整
備します。また、椎名内地区と災害拠点病院及び防災拠点で
ある旭中央病院を結ぶ路線の整備をします。（横根三川線、
椎名内西足洗線）

防災体制の充実1

防災施設の整備2
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施策の展開

●	 旭市国土強靱化地域計画等に基づき、関係機関、関係団体等と連携し、防災体制の強化・充実
を図るとともに、防災意識の高揚や共助組織の育成強化と公助体制の充実・整備に取り組みます。

●	 耐震診断や耐震改修の必要性や補助金制度について、継続的に周知、啓発を行うなど、将来の
大地震を見据えた住宅の耐震化を促進し、市民が安全・安心・快適に住み続けられる住宅環境
づくりを進めます。

●	 東日本大震災の記録を展示した防災資料館の活用、防災訓練や出前講座等の機会を通じて自助・
共助の重要性を伝え、防災意識のさらなる向上と自主防災組織の結成及び育成を促進します。

●	 関係各課との情報共有により、要援護者台帳の効果的な運用を進めます。

◆主な取組事業
実施事業 事業内容

住宅用防災機器等の普及啓発 住宅用火災警報器等の普及により、防災意識の高揚を図り
ます。

住宅の耐震化の促進
昭和 56 年 5月31日以前に建築された戸建住宅の耐震診断・
改修にかかる費用の一部を助成します。あわせて住宅・建築
物耐震化の促進に向けた普及・啓発を行います。

防災体制強化事業
防災訓練や防災教育等により防災意識の高揚を図り、自主防
災組織の育成や災害時要援護者対策により自助・共助体制を
構築し、災害に強いまちづくりを推進します。

◆重要業績評価指標（KPI）

指標名 基準値の
年度 基準値 目標値

（令和11年度）
自主的に防災について学ぶ者の人数（防災訓
練参加者、防災資料館来場者、出前講座出
席者等）

令和 5年度 4,380人 5,050人

●	 避難道路の整備のほか、海岸地域の保安林等の維持管理とともに、津波避難タワー・防災井戸・
防災倉庫などの防災施設や、防災行政無線等の防災資機材の適正な維持管理・運用を行います。

防災体制の充実1

防災施設の整備2

このあさピーマークは、
国土強靭化地域計画と
しても位置付けられる
取組を示しています。



6

重点プロジェクト 基　　本　　施　　策

①
旭
ブ
ラ
ン
ド
創
出
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

②
こ
ど
も
・
子
育
て
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

③
つ
な
が
る
地
域
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

④“

健
や
か
で
幸
せ
な”
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ト

魅力ある雇用を創出し、 
安心して働けるまちづくり

結婚・出産・子育ての希望がかない、
誰もが生きがいを持てるまちづくり

ひとの定着・還流・移住の流れをつくり、 
人々が集いつながるまちづくり

将来にわたって元気な地域をつくり、 
安全・安心で暮らしやすいまちづくり

行政改革アクションプラン

施
策
１

施
策
２

施
策
３

施
策
４

施
策
５

施
策
６

施
策
７

施
策
８

施
策
９

施
策

１０

施
策

１１

施
策

１２

施
策

１３

施
策

１４

施
策

１５

施
策

１６

施
策

１７

施
策

１８

施
策

１９

施
策

２０

施
策

２１

施
策

２２

施
策

２３

施
策

２４

施
策

２５

施
策

２６

施
策

２７

施
策

２８

施
策

２９

施
策

３０

施
策

３１

施
策

３２

施
策

３３

施
策

３４

施
策

３５

農
水
産
業
の
振
興

商
工
業
の
振
興

観
光
の
振
興

雇
用
の
確
保

ス
ポ
ー
ツ
の
振
興

子
育
て
支
援
の
充
実

学
校
教
育
の
充
実

生
涯
学
習
の
充
実

芸
術
文
化
の
振
興
・

伝
統
文
化
の
保
存

青
少
年
の
健
全
育
成

互
い
に
認
め
合
う
社
会
の

形
成

生
涯
活
躍
の
ま
ち
推
進

移
住
・
定
住
の
促
進

交
流
の
促
進

安
全
で
快
適
な
道
路
の
整

備 公
共
交
通
網
の
整
備

安
全
・
安
心
な
水
の
供
給

公
園
の
充
実

居
住
環
境
の
充
実

協
働
・
共
創
の
促
進

広
報
・
広
聴
・
情
報
公

開
の
充
実

保
健
・
医
療
の
充
実

地
域
福
祉
の
充
実

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

の
推
進

高
齢
者
福
祉
の
充
実

障
が
い
者
福
祉
の
充
実

消
防
・
防
災
力
の
強
化

防
犯
対
策
・
交
通
安
全

の
強
化

消
費
者
の
保
護

廃
棄
物
の
減
量
化
と
資

源
の
有
効
活
用

自
然
環
境
の
保
全

人
と
組
織
の
育
成
戦
略

自
立
の
た
め
の
財
政
戦
略

資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
戦
略

進
行
管
理
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

あらゆる自然災害に対
し、直接死を最大限防
ぐ

１- １ 地震による建物倒壊や火災発生による多数の死傷者の発
生 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

１- ２ 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ●

１- ３ 異常気象等に伴う長期的な市街地等の浸水による多数の
死傷者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ●

１- ４ 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ●

１- ５ 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷
者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

救助・救急、医療活
動が迅速に行われると
ともに、被災者等の健
康・避難生活環境を
確実に確保することに
より、関連死を最大限
防ぐ

２－１ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急
活動等の絶対的不足 ● ● ● ● ●

２－２ 旭中央病院の医療機能の麻痺 ● ● ● ●

２－３ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多
数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

２－４ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・
エネルギー供給の停止 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

２－５ 大規模な自然災害と感染症との同時発生による、災害対
応機能の大幅な低下 ● ● ● ● ●

必要不可欠な行政機
能を確保する

３－１ 被災による警察機能の大幅な低下による治安の悪化、交
通事故の多発 ●

３－２ 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 ● ● ●

経済活動を機能不全
に陥らせない

４－１ サプライチェーンの寸断・一極集中等に伴い企業の生産力・
経営執行力低下による地域間競争力の低下 ● ● ● ● ● ● ●

４－２ 有害物質等の大規模拡散・流出による甚大な影響 ● ●

４－３ 食料等の安定供給の停滞に伴う、経済活動への甚大な影
響 ● ● ● ●

４－４ 農地や生態系等の被害に伴う土地の荒廃・多面的機能の
低下 ● ● ●

情報通信サービス、電
力等ライフライン、燃
料供給関連施設、交通
ネットワーク等の被害
を最小限に留めるとと
もに、早期に復旧させ
る

５－１

テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラの障害により、
インターネット・ＳＮＳなど、災害時に活用する情報サー
ビスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動
や救助・支援が遅れる事態

● ● ● ●

５－２ 電力供給ネットワークの長期間・大規模にわたる機能の停
止 ● ● ● ●

５－３ 都市ガス・石油・ＬＰガス等の燃料供給施設等の長期間
にわたる機能の停止 ●

５－４ 上下水道施設の長期間にわたる機能停止 ● ● ● ●

５－５ 地域交通インフラの長期間にわたる機能停止 ● ● ● ● ●

社会・経済が迅速かつ
従前より強靱な姿で復
興できる条件を整備す
る

６－１
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョ
ンや地域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れ地域が
衰退する事態

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

６－２
災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コーディネー
ター、ボランティア、ＮＰＯ、企業、労働者、地域に精通
した技術者等）の不足等により復興できなくなる事態

● ● ● ● ● ● ●

６－３ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復
興が大幅に遅れる事態 ● ●

６－４ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備
が進まず復興が大幅に遅れる事態 ●

６－５ 液状化に伴う住宅被害やライフラインの崩壊により復興が
大幅に遅れる事態 ● ●

６－６ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの
崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

６－７ 風評被害等による市内経済等への甚大な影響 ● ● ● ● ● ● ●

国土強靱化

総合戦略

国土強靱化マトリクス表
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編 
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戦
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第
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革
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シ
ョ
ン
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ラ
ン
第
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国
土
強
靭
化
地
域
計
画
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編

重点プロジェクト 基　　本　　施　　策

①
旭
ブ
ラ
ン
ド
創
出
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

②
こ
ど
も
・
子
育
て
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

③
つ
な
が
る
地
域
づ
く
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

④“

健
や
か
で
幸
せ
な”

暮
ら
し
を
守
る
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

魅力ある雇用を創出し、 
安心して働けるまちづくり

結婚・出産・子育ての希望がかない、
誰もが生きがいを持てるまちづくり

ひとの定着・還流・移住の流れをつくり、 
人々が集いつながるまちづくり

将来にわたって元気な地域をつくり、 
安全・安心で暮らしやすいまちづくり

行政改革アクションプラン

施
策
１

施
策
２

施
策
３

施
策
４

施
策
５

施
策
６

施
策
７

施
策
８

施
策
９

施
策

１０

施
策

１１

施
策

１２

施
策

１３

施
策

１４

施
策

１５

施
策

１６

施
策

１７

施
策

１８

施
策

１９

施
策

２０

施
策

２１

施
策

２２

施
策

２３

施
策

２４

施
策

２５

施
策

２６

施
策

２７

施
策

２８

施
策

２９

施
策

３０

施
策

３１

施
策

３２

施
策

３３

施
策

３４

施
策

３５

農
水
産
業
の
振
興

商
工
業
の
振
興

観
光
の
振
興

雇
用
の
確
保

ス
ポ
ー
ツ
の
振
興

子
育
て
支
援
の
充
実

学
校
教
育
の
充
実

生
涯
学
習
の
充
実

芸
術
文
化
の
振
興
・

伝
統
文
化
の
保
存

青
少
年
の
健
全
育
成

互
い
に
認
め
合
う
社
会
の

形
成

生
涯
活
躍
の
ま
ち
推
進

移
住
・
定
住
の
促
進

交
流
の
促
進

安
全
で
快
適
な
道
路
の
整

備 公
共
交
通
網
の
整
備

安
全
・
安
心
な
水
の
供
給

公
園
の
充
実

居
住
環
境
の
充
実

協
働
・
共
創
の
促
進

広
報
・
広
聴
・
情
報
公

開
の
充
実

保
健
・
医
療
の
充
実

地
域
福
祉
の
充
実

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

の
推
進

高
齢
者
福
祉
の
充
実

障
が
い
者
福
祉
の
充
実

消
防
・
防
災
力
の
強
化

防
犯
対
策
・
交
通
安
全

の
強
化

消
費
者
の
保
護

廃
棄
物
の
減
量
化
と
資

源
の
有
効
活
用

自
然
環
境
の
保
全

人
と
組
織
の
育
成
戦
略

自
立
の
た
め
の
財
政
戦
略

資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
戦
略

進
行
管
理
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

あらゆる自然災害に対
し、直接死を最大限防
ぐ

１- １ 地震による建物倒壊や火災発生による多数の死傷者の発
生 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

１- ２ 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ●

１- ３ 異常気象等に伴う長期的な市街地等の浸水による多数の
死傷者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ●

１- ４ 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ●

１- ５ 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷
者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

救助・救急、医療活
動が迅速に行われると
ともに、被災者等の健
康・避難生活環境を
確実に確保することに
より、関連死を最大限
防ぐ

２－１ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急
活動等の絶対的不足 ● ● ● ● ●

２－２ 旭中央病院の医療機能の麻痺 ● ● ● ●

２－３ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多
数の被災者の健康・心理状態の悪化による死者の発生 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

２－４ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・
エネルギー供給の停止 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

２－５ 大規模な自然災害と感染症との同時発生による、災害対
応機能の大幅な低下 ● ● ● ● ●

必要不可欠な行政機
能を確保する

３－１ 被災による警察機能の大幅な低下による治安の悪化、交
通事故の多発 ●

３－２ 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 ● ● ●

経済活動を機能不全
に陥らせない

４－１ サプライチェーンの寸断・一極集中等に伴い企業の生産力・
経営執行力低下による地域間競争力の低下 ● ● ● ● ● ● ●

４－２ 有害物質等の大規模拡散・流出による甚大な影響 ● ●

４－３ 食料等の安定供給の停滞に伴う、経済活動への甚大な影
響 ● ● ● ●

４－４ 農地や生態系等の被害に伴う土地の荒廃・多面的機能の
低下 ● ● ●

情報通信サービス、電
力等ライフライン、燃
料供給関連施設、交通
ネットワーク等の被害
を最小限に留めるとと
もに、早期に復旧させ
る

５－１

テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラの障害により、
インターネット・ＳＮＳなど、災害時に活用する情報サー
ビスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動
や救助・支援が遅れる事態

● ● ● ●

５－２ 電力供給ネットワークの長期間・大規模にわたる機能の停
止 ● ● ● ●

５－３ 都市ガス・石油・ＬＰガス等の燃料供給施設等の長期間
にわたる機能の停止 ●

５－４ 上下水道施設の長期間にわたる機能停止 ● ● ● ●

５－５ 地域交通インフラの長期間にわたる機能停止 ● ● ● ● ●

社会・経済が迅速かつ
従前より強靱な姿で復
興できる条件を整備す
る

６－１
自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョ
ンや地域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れ地域が
衰退する事態

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

６－２
災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コーディネー
ター、ボランティア、ＮＰＯ、企業、労働者、地域に精通
した技術者等）の不足等により復興できなくなる事態

● ● ● ● ● ● ●

６－３ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復
興が大幅に遅れる事態 ● ●

６－４ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備
が進まず復興が大幅に遅れる事態 ●

６－５ 液状化に伴う住宅被害やライフラインの崩壊により復興が
大幅に遅れる事態 ● ●

６－６ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの
崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

６－７ 風評被害等による市内経済等への甚大な影響 ● ● ● ● ● ● ●


